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1.問 題 の所 在

近年、言語をめぐる新 しい問題が注 目を集め、日本でもさまざまな議論がなされるようになっ

ている。すなわち、一つは90年代以降特にいちじるしい英語の 「地球語化」 とそれに伴 う 「言語

帝国主義」の問題1、 もう一つは数多 くの言語が国家の単一言語主義や大言語の言語帝国主義に

よって抑圧され、言語的多様性がかつてない速さで失われつつあるとい う危機感2で ある。

そ の中で、「少数言語(minoritylanguage)」 また は 「危機 に瀕 した 言語(endangered

language)」 と言われるような諸言語とその話者を保護するため、欧米諸国を中心に 「言語的人権

(LinguisticHumanRights)」 とい う概念が導入されるようになった。「言語的人権」にはさまざ

まな要素が含まれるが、その根幹をなす理念は 「全ての言語共同体は権利 において平等である

(世界言語権宣言第10条)」 であろう。すなわち、少数言語話者であるためにこうむるさまざまな

差別や不平等を 「人権」 とい う理念のもとで是正し、その話者の 「復権」とその言語社会の 「正

常化(normalitzaciO)3」 をはかることが 目的といえる。特に西欧諸国やカナダにおいては、帰属す

る言語によって受けることのできる公的サービスの格差を問題視 し、あらゆる公的な場面(特 に

公教育の場面)に おいて 「自集団の言語」を選択できる権利 として発展 してきた。

現在、各国または国際機関において、この権利を保証するための法律や憲章などが成文化 され、

「言語的人権」はある程度認知されつつある。一方で、「言語権は普遍的な人権 として扱えるか」

とい う法学的な論議のほかに、実際に この 「権利」を守るための政策を うちだすにあた っての

様 々な問題点も現れてきつつある。

本論文では 「言語的人権」が比較的問題な く認知されつつあるヨーロッパと、その中で 「少数

言語問題」の存在すら認 めていなかったフランスに焦点を絞る。1992年 、 ヨーロッパ審議会

(Conseildel'Europe)は 、少数言語の保護 と使用の促進を訴えた 「欧州地域語 ・少数言語憲章」

を採択 し、各加盟国に批准を求めた。フランスは1999年5月 に署名に踏み切ったが、その直後に

この憲章はフランス憲法院によって違憲判決を受けた。その時行われた議論を通 して、「権利」の

名のもとに少数言語を 「公的」に使用することを主張 し、具体的な措置をとろ うとするときに現

れてくる問題一 「言語的人権」による言語正常化政策の射程 とその限界一を検討したい。

2.「 言語的人権」とは何か その歴史と問題点
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言語についての問題を法規的に統制 しようとする試みそれ自体の歴史は古い4。 とくに19世 紀

に入ってからは、欧米諸国で近代国民国家建設とともに単一言語主義が拡大する一方で、国際条

約で初めて民族的少数者の存在が認められ、スイス、カナダ、ベルギー、さらにオース トリア帝

国などにおいて一国内で複数の言語の使用の権利を認める法律が制定されるようになった5。 戦

後、世界人権宣言第2条 では 「第2条 全て人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意

見その他の意見、国民的もしくは社会的出身、財産、出生または他の地位によるいかなる差別も

なしにこの宣言に示 されるすべての権利と自由を有する(下 線強調筆者)」 とい う非差別規定が

明記され、言語の問題が権利の問題であることが示される。

さらに、1966年 には 「市民的及び政治的権利に関する人権規約」の第27条 において、「種族的、

宗教的または言語的少数民族が存在する国において、当該少数民族に属するものは、その集団の

他の構成員と共に自己の文化を享受し、自己の宗教を信仰 しかつ実践 し又は自己の言語を使用す

る権利を否定 されない(下 線強調筆者)」 とする少数者の権利が明示 される。この条文は 「言語権

にとって最も重要6」 であると同時に、ここにいう 「少数者」とは誰なのか、「否定されない」 と

は具体的にはどういうことか、など 「言語権を含む少数者の権利への新たな関心7」 を喚起した。

折しも60～70年 代は、アフリカ諸国などが次々に独立を果た し、新興独立国家がいかなる言語

政策をとるかが注 目されていた時期でもあった8。そ して、アジア ・アフリカの動きに触発 され

るかのように、欧米諸国でも国内の民族的少数者の運動(ethnicreviva1)が 盛んになる。それら

の運動は国家 として独立することはめざさないまでも、「エスニ ックな集団」 としてのアイデン

ティティを主張 し、地方自治や連邦制などを訴えた。その結果、いくつかの地域では国内におけ

るマイノリティの言語の公的な使用を促進するための 「言語法」が各国で制定されるようになっ

た9。これらの国内法に よる言語の規定は、今までは存在を無視されてきた言語が 「選択肢」とし

て認められたことを示す、いわば運動のひとつのゴール地点であったが、同時に、従来はエス

ニック・マイノリティであることの証拠としてそこにありさえすればよかった少数言語を、いか

にして守 り、どのような形で使用 していくか、その具体的な 「正常化」政策の在 り方を模索する

スター ト地点ともなった。

しかし、「言語共同体」の境界線が国境 と一致 していることはそもそも非常に少ない中で、各国

国内法による少数言語の保護がそれぞれのや り方で進んでい くと、ある言語が国境のこちら側で

は法律によって保護 されているのに向こう側では全 く保護 されていない、または一国内において、

ある 「少数言語」は法的に保護されているのに別の 「少数言語」はそ うではない、といった現象

が問題視されるようになる。一国内の言語政策 としてではなく、多国間協議の重要性やマイノリ

ティの権利に関する一貫 した方針の必要性が徐々に認識され、70年 代以降さまざまな国際機関で

マイノリティの言語や文化に対する決議案が出されるようになった10。

ヨーロッパレベルでは、ECの 加盟国が増加し、「多言語的 ヨーロッパ」が 「共通語としての英

語」の浸透に対置 して強 く意識される中、「ヨーロッパの言語政策」が明確化していく。各国間の

文化と言語の平等を主張 し、世界的な英語の特権化を批判するのであれば、一国内での 「国語」
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の特権化においても再検討を加え、少数言語に目を向けなくてはいけなくなるのは、論理的には

当然の成 り行きであった。ヨーロッパ内少数言語についての 「アルフェ・レポー ト」が1981年 に

ヨー ロッパ議会 で決 議 され、それを も とにECレ ベル の少数 言語 政策 を遂行す るEBLUL

(EuropeanBureauofLesserUsedLanguages,低 頻度使用言語 ヨーロッパ事務局)が1982年 に設

立された11。

さらに90年 代にはいると、言語についての権利の規定が急速に精密化し、「人権」として認知さ

れるにいたるようになった。このような 「言語的人権」の制度化の試みが結実したのが、1992年

にヨーロッパ 審議会(Conseildel'Europe)で 採択された欧州地域少数言語憲章 と、1996年 バルセ

ロナで発表された 「世界言語権宣言12」である。

「マイノリティの権利」の中でも特に言語についての権利が人権 として焦点化され、条文とし

て提示されるようになった背景には、60年代 ・70年代には自明の理念 とみなされていた 「マイノ

リティ」の権利保護や 「民族自決」が、冷戦後に十分な合意が得 られな くなったことが考えられ

る。国際法における 「マイノリティ」の定義が合意を得ることができなかった13のに対し、「少数

言語」の定義は(「領域的言語」と 「非領域的言語」の区別 という問題はあるにせよ)比 較的合意

が得やすかった上に、その言語を使用す るための 「集団の権利」が承認されやすかった。また、

国内少数言語を使用する権利を保障することで、国家にとっては国内マイノリティの民族主義的

分離 ・独立運動に対するガス抜きの機能を果たす形にもなった。少なくとも欧米諸国においては、

民族主義的運動は言語問題へと収斂 させる方向に うつったともいえるであろう。

現在ある程度精緻化され、明文化されつつある 「言語的人権」は、要約すると以下のようなも

のである14。

1.すべての社会集団は、一つまたは複数の言語に肯定的帰属意識を持つ権利、およびその帰属

意識を他者から認め られ尊重される権利を有する。

2.すべての児童は、 自集団の言語を十分に習得する権利を有する。

3.すべての人は、あらゆる公式の場で自集団の言語を使用する権利を有する。

4.すべての人は、 自身の選択に従って、居住国の公用語の うち少な くとも一言語を十分に習得

する権利を有する。

この 「言語的人権」の概念は、 しか し、実際に行使 しようとするとさまざまな問題点が うかび

あがってくる。

まず第一に、そもそも言語が権利の問題になるとはどういうことなのだろ うか。言語的人権を

適用するべき主体とは 「言語話者一般」や 「言語一般」ではな く、権利が現に剥奪されている、

またはかつて剥奪されていたために存在そのものが脅かされているような言語を話す、話者/話

者集団として想定されている15。そもそも 「言語を使用すること」そのものを権利としてあつか う

ことはできないであろう。人は何らかの形でことばを使わずにはいられないため、その事象 自体
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を 「剥奪」することはできないからである。 ここで問題とされているのは、言語の 「選択」の権

利であ り、個々の言語はある程度 「取 り替え可能なもの」として、かつ、(社会的条件 さえ整 え

ば)そ れぞれの場面で公用語 と対等に選択 しうるような均質で平等なものとしてとらえられてい

る。

しかし、「剥奪され うる/剥 奪されている/剥 奪 されてしまったことば」 としての少数言語の

使用が権利としてとらえられる一方で、少数言語の保護の理由は、その 「言語共同体」の成員に

とっての 「かけがえのない/取 り替えのきかない言語=母 語」だから、として説明される。言語

的人権のもっとも重要な要素は、「母語がいかなる言語であろうと、そのことばによって子供達

が教育される権利16」である。 しか し、ある言語を剥奪される、 ということは、何 らかの言語に

よって取 り替えられたということである。剥奪 されてしまった結果 「取 り替え可能」なまでに衰

退 してしまった言語の場合は、「母語」でもな く 「自集団の言語」ともいいきれなくなっているこ

とも多い。そうなってしまうと、権利主体である 「少数言語の話者」を規定することは決 して容

易ではない。剥奪されているからこそ権利が主張できるはずが、剥奪 されてしまった後では権利

主体にはな りえないのである。

第二に、「言語的人権」を行使する主体は誰なのだろうか。「言語的人権」は、ある言語に帰属

し公的に使用する自由とい う 「個人の権利」 として措定するだけでは十分ではなく、その権利が

保障されるよう言語集団が存続する権利、ある集団がある言語を選択する権利 など、「集団の権

利」としても措定されているべきと考えられている17。なぜなら、そもそも言語は一人では成立し

えないし、「少数言語」は近代言語社会において 「個人の選択の自由」という、まさに 「個人の人

権」において選択されなかったために 「少数言語」となってしまった とい う歴史的経緯があるた

めである。「言語的人権」を話者に保障するためには、少数言語話者個人に対する 「非差別規定

(non-discrimination)」 だけでは充分ではな く、言語集団に対する積極的な保護政策が必要 とな

る。その視点が 「言語的人権」の新 しさであ り特徴でもある。

しかし、現実に政策を行 う 「集団的主体」 とは、現存する主権国家とい う集団的主体である18。

前述 した 「少数言語話者(集 団)」とい う権利主体の規定 も、主権国家が行 うのが実情である。少

数言語の話者集団の命運は主権国家の裁量に大 きく左右されることになる。そうなれば、自らの

手で自集団の言語の正常化政策を行 うことこそが話者集団の 「言語的人権」を達成するものとし

て、従来の国家による言語政策から抜け出そうとする話者集団が現れることは充分考 えられ る。

「言語的人権」の具体的な達成モデルは、いち早 く国内の言語法を うち立てたスペイ ン(カ タ

ルーニャ、バスク)、カナダ、ベルギー、スイスなどの 「連邦制国家」であ り19、「言語集団」の

「集団」としてのモデルは、言語を管理する主体としての 「国民国家」である。「言語的人権」に

基づ く話者集団は、「自集団の言語」が居住国の公用語を排除せずに公用語としての地位を確立

しようとする 「公共用性(co-officiality)」をめざし、話者はバイ リンガル以上の能力をもつこと

を前提とするため、いわゆる分離 ・独立を志向す るナシ ョナ リズムとは一線を画す とはいえ、

「公的な場面」を管理す る権限をあらそ う集団 どうしの政治的対立、という問題は残る。極端に
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言えば、ある話者集団が、権利主体 として 「言語的人権」を行使するための手段は、従来の国家

が 「国語」だけでな く少数言語 も管理するような政策を求めるか、国家に対 して責任主体 として

の権限を譲 り渡すよう求めるか(連 邦制)の どちらかなのである。ここではそもそもの言語問題

を作 り出した根本的な原因である 「国家=言 語」の制度そのものは温存されている20。

では、「言語的人権」が実際に適用されるにあたって、上述の問題はどのように扱われたのだろ

うか。欧州地域少数言語憲章に署名 した際のフランスの状況をみてみたい。

3.フ ランスにおける少数言語と欧州地域少数言語憲章

フランス国内におけるマイノリティ・ナショナ リズムの活動は、他の欧米諸国と同様に60、70

年代に活発になったが、その後80年 代には衰退 した。少数言語の学校教育への導入については、

70年代以降いくつかの政令によって多少整備されたが21、フランスにおける少数言語に関する法

律は、現在でも1951年 に制定された、中等教育における 「地方言語および方言の教育」を許可す

る、いわゆる 「ディクソンヌ法22」のみである。現在も、フランスは西欧諸国の中で少数言語に対

してもっとも不寛容な政策を とっている国として知られている。

フランスにおける少数言語擁護運動においては、70年代に、南フランスのオクシタン語(l'o-

ccitan)の 復権をめざすオクシタニスム運動23においてパンフレット のスローガンなどで「dreita

laparaula(こ とばへの権利)」 という文言が現れたこともあったし、81年 の ミヅテラン政権誕生

後 「相違への権利(droitaladifference)」 が80年 代を象徴するキーワー ドともなったが24、その

後 「言語的人権」を志向する方向にはあまり動かなかったといえる。

その原因としては、まず、なに よりもフランスが 「集団の権利」を全 く認めない共和国原理に

よる国民国家体制を作 り上げていることが挙げられよう。マース トリヒト条約発効直前、そして

欧州地域少数言語憲章のヨーロッパ 審議会採択直前の1992年 、フランス憲法第2条 に 「共和国の

言語はフランス語である」 とい う条文が加えられ、むしろフランス語 と共和国の結びつきは強化

された。

さらに、フランス国内の少数言語が、もはや 「権利」 として主張できないほど衰退 してしまっ

ていることもある。マイノリティ・ナショナ リズム運動の失敗は、「オクシタニスム」の運動のよ

うに、言語共同体 としての同定困難 ・その決定的崩壊 とい う帰結 も生みだ した。現在オクシタン

語は、 この言語を母語 とする話者はほとんど存在せず、その言語領域の名称 「オクシタニー

(l'Occitanie)」はその話者からすらも否定 され、地理的確定が困難な状況である25。母語話者の激

減、諸方言の分裂、地理的領域や話者人口の確定困難などは、日本の少数言語においてもみられ

る現象であろう。

それにもかかわ らず、む しろだからこそ、フランスはこの欧州地域少数言語憲章に署名するこ

とができた。その後 この憲章は 「違憲判決」を受け、宙に ういた状態になっているが、署名にあ

たっておこった議論は、この欧州地域少数言語憲章の特徴 とともに、「言語的人権」がはらむ問題
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を端的に示すことになった。

欧州地域少数言語憲章26は、批准した国に対 して法律の整備を求める拘束力をもつ、初めての

「国際的」な取 り組みといってよいが、その一方で加盟国41力 国の多様な言語状況を配慮 し、多

くの加盟国にとって署名 ・批准が可能になるよう、きわめて柔軟な、悪 く言えば消極的な方式を

とっている。その署名においては、第Ⅲ部以降の98項 ある具体的 ・段階的な少数言語の使用場面

のうち、最低限34項 を採択すればよい(つ ま り、一度に全部採択 しなくてもよい)と い う 「ア ・

ラ・カル ト」なシステムであり、条文にも 「可能な限 り」 「適切に」などの譲歩的な表現が多い。

また、その前文において 「地域言語 または少数言語を私的 ・公的な生活において使用すること

は侵すべからざる権利である」こと、加盟国が 「地域言語または少数言語を保護 ・促進すること

は民主主義と文化の多様性の原則によって構築 されたヨーロッパ にとって重要である」 ことが宣

言されているが、その一方で国家主権と国土の保全、公用語の重要性はそこなわれないことも明

記されている。この憲章は、国民の言語の選択権を国家にゆだねるという方法によって、「少数言

語話者」の権利を達成 させるという戦略を用いていることになる。ここでは主体はあくまで加盟

国である主権国家である。さらに、「共通の遺産」であり 「ヨーロッパ の文化的伝統 と豊かさ」の

源泉である 「伝統的にある国の領土で話 されていた」言語のみが保護の対象 とされ、移民の言語

は原則的に排除されていることも注 目するべきであろう。

欧州地域少数言語憲章の署名前、フランスのリオネル ・ジョスパ ン首相は幾人かの専門家に

「フランスにおいて憲章の批准が可能か」についてのレポー トを作成するよう依頼 している。そ

のうちブルターニュ地方の、カンペール市長ベルナール ・ポワニャン氏の レポート27(1998)と 、

法学者ギー ・カルカッソンヌ 氏のレポー ト28(1998)は 、「フランスは欧州地域少数言語憲章を署

名 し、批准する準備をするべき29」であり、「欧州地域少数言語憲章はフランス憲法 と相容れない

ものではない。(...)憲 法の改訂は必要ない30」という結論を出しているが、それは 「共和国は

我々の共通財産であり、フランス語が我々の共通の言語であることをこの レポートの始めに明確

にしてお くことは非常に重要である31」ことや、「欧州地域少数言語憲章の目的は諸言語を保護す

ることであって必ずしもその話老に侵すべからざる権利を与えることではな く、さらに、これら

の言語がフランスの共有文化遺産に属することは了解ずみである32」ことを強調す る形に よって

であった。すでに国内少数言語は、共和国原理 とその具現物たるフランス語の卓越性を脅かすだ

けの力がないと判断されたからこそ、憲章は違憲にはならないのである。

そ して、セルキリー二氏のレポー ト 「フランスの諸言語(LeslanguesdelaFrance)33」 で提示

された 「欧州地域少数言語憲章が適用されるべき言語 リス ト」には、署名国の中でも極端に多い

75言語がならべられた(表1)。 これには旧植民地の言語、海外領土の言語、そして、他の国家の

公用語になっていない移民の言語も含まれている34。「言語の領域性」は、「間違っているのと同時

に危険でもある35」と判断された結果であった。実際に 「伝統的に国家の領土内で話されていた言

語」であっても、その 「領域」が自明なものではない(カ リブ ・クレオール語話者や コルシカ語
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話者は、パ リ周辺地域に最も大きな話者集団を形成 している36)以 上、「非領域的言語」である移

民の言語と根本的な差があるわけではない。共和国原理 と 「全ての言語の平等」を考慮すれば、

「フランスの諸言語」の平等を主張するのは全 く合理的なことであった。

(表1)共 和 国領 土 内 で フ ラ ンス 国 民 に 話 され て い る 言 語(B.Cerquiglini,1999)

フ ラ ン ス 本 土(Francemetropolitaine)-21言 語

一dialecteallemandd'AlsaceetdeMoselle

-basque

-Breton

-Catalan

-corse

-flamandoccidental

-francoprovenca1

-occitan(gascon
,1anguedocien,provenca1,auvergnat-limousin,alpin-dauphinois)

-languesd'oil:franc-comtois
,wallon,Picard,normand,gallo,poitevin-saintongeais,

bourguignon-morvandian,Lorrain.

-berbere(フ ラ ン ス で 話 さ れ て い る 様 々 な 変 種 に お い て)

-arabedialectal(フ ラ ン ス で 話 さ れ て い る 様 々 な 変 種 に お い て)

-yiddish

-romanichib(ツ ィ ガ ー ヌ の 言 語
。 フ ラ ン ス に お い て はsinti,vlax,calδ の 方 言 変 種 が 代 表 的)

-armenienoccidental

海 外 県(Departementsd'OutreMer)-15言 語

一Creolesabaselexicalefrancaise:martiniquais
,guadeloupeen,guyanais,reunionnais.

-Creolesbushinenge(abaselexicaleanglo-portugaise)deGuyane

:saramaca,aluku,njuka,paramaca.(最 後3つ の ク レオ ー ル 語 は 同 一 の 言 語 と み な す こ と も で き る

が 、 そ の 集 合 を 表 わ す 総 称 が な い 。)

-languesamerindiennesdeGuyane:galibi(oukalina)
,wayana,palikur,

arawakproprementdid(oulokono),wayampi,emerillon.

-hmong

海 外 領 土(Territoresd'OutreMer)-39言 語

・ニ ュ ー カ レ ド ニ ア

ーkanakの28言 語:

GrandeTerre:nyelayu,kumak,caac,yuaga,jawe,nemi,fwai,pije,pwaamei,pwapwa,dialectes

delaregiondeVoh-Kone,cemuhi,paici,ajie,arha,arho,orowe,neku,siche,tiri,

xaracuu,xaragure,drubea,numee.

IlesLoyaute:nengone,drehu,iaai,fagauvea.

(paici,ajie,nengone,drehu語 に つ い て は 領 土 内 に お い て 中 等 教 育 に 導 入 さ れ 、 バ カ ロ レ ア の 任 意 選

択 科 目 と な っ て い る)

・フ ラ ン ス 領 ポ リネ シ ア

ーtahitien
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(タ ヒ チ 語 は 領 土 内 に お い て 中 等 教 育 に 導 入 さ れ 、 バ カ ロ レ ア の 任 意 選 択 科 目 と な っ て い る)

-marquisien

-languedesTuamotu

-languemangarevienne

-languedeRuturu(IlesAustrales)

-languedeRa'ivavae(IlesAustrales)

-languedeRapa(IlesAustrales)

-walissien

-futunien

・マ イ ヨ ッ ト

ーshimaore

-shibushi

その後、この欧州地域少数言語憲章は1999年6月 に憲法院によって違憲判決を うけたが37、そ

の根拠も、憲章III部 でフランスが採択した39項 の具体的な措置が問題なのではな く、あ くまで

「集団の権利」「地域言語または少数言語の領域性」が共和国原理 と適合しないため、というもの

であった38。言語的人権を具体的な形で明文化 したこの欧州地域少数言語憲章の諸政策は、「集団

の権利」も、そもそも 「言語的人権」それ自体を全 く考慮 しないで行 うことも可能であること、

さらには欧州憲章が うち崩せなかった 「領域的言語/非 領域的言語」の区別による権利の制限を、

むしろ 「言語的人権」を認めないフランス共和国原理の方が簡単に飛び超えることができて しま

うことが明らかになった。

フランスの共和国原理への偏狭なこだわ りや欧州地域少数言語憲章の理念を歪曲したことを批

判するのは簡単である。抜け穴の多すぎる欧州地域少数言語憲章の規定を批判することもできる

だろ う。 しか し、欧州地域少数言語憲章が当分批准する見込みがなさそ うであることに対し、少

数言語話者団体には失望の色がみ られる一方で、ある種のさめた反応があることも見逃せない。

「欧州地域少数言語憲章はなにももたらさない39」とい う反応は、最初から批准され るはずがない

と思っていたとい うあきらめ、「保護されるべき少数言語」として認められたとしても、十全な公

的使用に耐えられるだけの力はもはやこの言語 と話者にはないのではないか。という不安、そ し

て 「少数言語の復権のレベル」を選択するのは話者 自身ではなく国家であるという厳然たる事実

(適用されるべき少数言語の選択/III部 の98項 目の選択)、 これらの反映であろう。つまり、欧

州憲章によって具体化された言語的人権の理念は、自分たちにはとどかないという認識があらか

じめあったのではないか。これは例えばアイヌ語話者が 「言語的人権」を持ちうるかと考えた際、

比較的さめた反応をせざるを得ないような状況40と似通った部分がある。「少数言語を選択するこ

と」その ものが権利であると認められたとしても、現実の選択肢の中に 「ある言語」が含まれる

こと、そ もそも含まれるような 「ある言語」 として確立できるかどうかは別のことである。75言

語の リス トを眺めていると、「全ての言語は平等である。 しかし、ある言語は、他の ものよりも

もっと平等である」 というオーウェル的アンチ ・ユー トピアを想起せずにはいられない。
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4.「 言語的人権」の射程と限界

「言語の絶対的平等」 というイデオロギーに基づき、したがって言語間の不平等を糾弾する各

種の言語権宣言は、しかし、「言語への権利」の名の下で決定的な選別が行われていることをとも

すれば見落としがちになる。欧州地域少数言語憲章や言語権宣言が適用可能で、話者に とって

「選択肢」として立ち上がるような少数言語は、実はそれほど多 くはない。逆に言えば、「言語的

人権」を与えることによってある地域で十全な 「共公用性」を持ちうるような言語は、そもそも

「少数言語」とはいえないのではないか。「共公用性」の適用か ら排除されかねない言語こそ保護

・促進につとめな くてはいけないとい うのが 「言語的人権」の主 旨であるはずが、「言語的人権」

が具体的な措置を要求すればするほど、「正常化」という一元的な価値観の下で 「権利の対象にな

りうる言語」と 「な り得ない言語」の区別が厳密になっていく。 どのレベルまで公的に使用 しう

るのか、伝統的な地理的領域をもっているかどうか、話者 の母語であるか どうか、書 き言葉 を

もっているか(持 ちうるか)ど うか、そして、「固有言語」とみなされないため最初から選択肢 と

してほとんど考慮されていない言語の諸形態(方 言、階層 ・年代などの変種)な ど、言語の社会

的な在 り方が乗 り越えられるべき障害 となり、それぞれの内在的本質 として 「選択されない」理

由となる。さらには、「言語的人権」のもとで 「選択されなかった言語」は、そもそも<本 来的に

〉選択肢ですらなかったとされ、問題化することも困難になる可能性はすてきれない。セーフ

ティネ ット41としての 「言語的人権」は、現在のところ 「少数言語」の危機的状況を救 うようには

機能 しているとはいえない。

少数言語保護を 「権利」の名の下で主張 したことは、確かに大きな成果を生み出した。「人権」

という価値を認める国であれば、少数言語を保護することは当然認めるべきであるとされ、少な

くとも現在、多言語的 ・多文化的状況が表立って非難されることはあまりない。「フランスには

言語問題はない、なぜならフランスにはフランス語以外のまともな言語は存在 しないから」 とい

う姿勢をつ らぬいてきたフランスですら、大論争ののちに欧州地域少数言語憲章の署名にまでこ

ぎつけたことは、その成果の典型例であろ う。

しか し、多言語状況 とは、たとえば話者、地理的歴史的領域、言語の名称の確定す ら困難にな

るというような、言語の様態や言語と話者の関係そのものの多様化 した状況を も示 している。

「言語的人権」を 「私的領域から公的領域へ(=正 常化)」 という一元的な価値のもとでの細かい

段階づけによって行使 しようとすることは、結局は 「選ばれなかった言語=少 数言語」を抑圧す

る構造を生み出しはしないだろうか。むしろ行 うべきはいかなる場面でいかなる形の 「少数言

語」を使用することが可能で、適切であ りうるかをアピールすることで、「近代国民国家」の枠組

みの中で公/私 で厳密に区切られてきた言語の使用領域の文脈を相対化するような試みであろう。

現に 「少数言語」は 「公」(国家やマスメディアに代表される空間)で も 「私」(家族に代表され

る空間)で もないところにの居場所を見い出しつつある(市 民サークル、Associatifな教育活動、
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多チャンネル時代の中小メディア、双方向インターネットメディア、観光資源としての経済活動

など)。そ して欧州地域少数言語憲章の署名と違憲判決のプロセスによって 「近代国民国家」理念

と 「言語的人権」の問題点が鋭角的にうかびあがる結果 となったフランスは、まさしくそのよう

な試みを行 うのに好都合な状況でもあるといえるだろう。

'Philipson
,R.,1992,Linguisticimperialism,OxfordUniversityPress,Pennicook,A.,1994,The

culturalpoliticsofEnglishasainternationallanguage,Longman,日 本 語 文 献 で は 三 浦 信 孝 ・糟 谷 啓 介

(編),2000,『 言 語 帝 国 主義 とは 何 か』 藤 原 書 店 、な ど参 照 。 ま た 、 日本 にお い て は1999年 の 「21世紀 日本 の

構想 」 懇 親 会 報 告 に お け る 「英 語 を 第 二 公 用 語 に」 と い う提 言 が話 題 に な った 。 船 橋 洋 一,2000,『 あ え て英

語公 用 語 論 』 文 春 新 書参 照

2近 年
、 日本 に おい て も危 機 言 語 に 関 す る研 究 が 進 み、 大規 模 な研 究 プ ロ ジ ェ ク トが 企 画 さ れ 、 関 係

文献 の翻 訳 が 相 次 い で い る。1995年11月 に 東 京 大学 で開 催 され た 「危 機 言 語 に つ い て の 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム」

の原 稿 集 は、Matsumura,K.,1998,StudiesinEndangeredLanguages,HituziSyoboに ま とめ られ て い る。

そ の ほか ダ ニ エ ル ・ネ トル/ス ザ ン ヌ ・ロ メイ ソ,2001,『 消 え ゆ く言 語 た ち』 新 曜社 、R.M.W.デ ィ ク ソ ン,

2001,『 言 語 の滅 亡 』 岩 波 新 書 な ど参 照 。

3「 正 常 化 」 とは カ タル ー ニ ャ社 会 言語 学 に お け る重 要 タ ー ム で あ る
。 カ タル ー ニ ャ語 と カ ス テ ィ ー

リ ャ語 の 対 立 の 中 で カ タル ーニ ャ語 が 使 用 で きる場 面 や 場 所 が 制 限 され て い る こ とを 「異 常」 と と ら え、 あ

らゆ る場 面 に お い て カ タル ー ニ ャ語 を 使 用 す る こ と=「 正 常 化 」 の た めに さ まざ ま な言 語 政 策 を と っ て い く

こと をい う。1983年 の カ タル ー ニ ャ 自治政 府 の法 律LleideNormalitzacioLingziisticaQCatalunya(カ タ

ル ー ニ ャ言 語 正 常 化 法)、Boyer,H.,1991,Languesenconflit,1'Harmattan,Calvet,L-J.,1996,Les

politiqueslinguistiques,Quesais-je?(L-J.カ ル ヴ ェ,2000,『 言 語 政 策 とは なに か 』 白水 社)p.11な ど参 照

4desVarennes,F.1996,Language,MinoritiesandHumanRights,MartinusNijhoffPublishers,

p.4-32

5Skutnabb -Kangas ,T./Phillipson,R.(ed.),1995,LinguisticHumanRights;OvercomingLinguistic

Discrimination,MoutondeGruyter,p.74-79

6ロバ ー ト ・フ ィ リプ ソ ン/ト ー ヴ
ェ ・ス ク トナ ブ ＝ カ ン ガ ス,1999,「 言語 的 不 正 と言 語 権」in『 こ

とば へ の 権 利 言 語 権 とは な に か 』三 元社,p.107

Skutnabb-Kangas,/Phillipson,1995,ibid,p.77

8Calvet,1996,ibid,p.4-9

9各 国 言 語 法 はdesVarennes
,1996,ibid,Appendix参 照 。

60年 代 以降 に制 定 され た 欧米 諸 国 の主 な 「言語 法 」 は 以 下 の 通 りで あ る。

ベル ギ ー;1963年 「教 育 に お け る言 語 的 制 度 法」 「行 政 に 関 す る言 語 の使 用 につ い て の 法 律」

(1930年 代 に3つ の言 語 法 に よって 「地 域別 単 一 言 語 主 義 」 の導 入

1968年 か ら70年 にか け て憲 法 改 正 に よる連 邦 制 の 促 進

イギ リス ・ウ ェ ール ズ;1967年 「ウ ェール ズ 語 法」

カナ ダ ・ケベ ッ ク;1974年 「公 用 語 法 」

1977年 「ケ ベ ック ・フ ランス 語 憲 章 」 「法 令101号 」

スペ イ ン ・バ ス ク;1982年 「バス ク語 使 用 正 常化 法 」

スペ イ ン ・カ タル ー ニ ャ;1983年 「カ タル ーニ ャ言 語 正 常 化 法」

1998年 「カ タル ーニ ャ言 語 政 策 法 」

スペ イ ン ・ガ リシア;1983年 「ガ リシ ア言 語 正常 化 法 」

ル クセ ンブ ル ク;1984年 「行 政 お よび 司 法 制度 に おけ る言 語 使 用 につ いて の法 律」
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(ル ク セ ン ブ ル グ 語 がlanguenationaleと 規 定 さ れ る)

ス オ ミ(フ ィ ン ラ ン ド)・ サ ー ミ語;1992年 「サ ー ミ言 語 法 」

ノ ル ウ ェ ー ・サ ー ミ語;1992年 「サ ー ミ言 語 法 」

イ タ リ ア;1999年 少 数 言 語 ・地 域 語 に つ い て の 大 統 領 令

101994,Vade‐Mecum,Guidedesdocumentslegauxdesstructuresd'appuietdesprogrammes

d'actionconcernantleslanguesmoinsrepanduesd'Europe,EBLUL

11ヨ ー ロ ッ パ レ ベ ル で の 少 数 言 語 政 策 に つ い て は 、 原 聖,1991,「EC流 『国 家 離 れ 』 と 少 数 言 語 の 可 能

性 」,in梶 田 孝 道 ・宮 島 喬 編 『統 合 と分 化 の な か の ヨ ーロッパ 』 有 信 堂 参 照

12http://www
.troc.es/mercator/dudl-gb.htm。 日本 語 訳 は 言 語 権 研 究 会 編,1999,ibid.,p.161-184参

照

13Hamel
,R-E.,1997,"lntroduction:linguistichumanrightsinasociolinguisticperspective",in

LinguisticHumanRights,InternationalJournaloftheSociologyofLanguageno.127,p.5

14 Skutnabb-Kangas,1995,ibid.,p.98-99

15Hamel
,R-E.,1997,ibid.,p.7

16Skutnabb-Kangas,T.,2000,LinguisticGenocideinEducationorWorldwideDiversityand

HumanRight?,LawrenceErlbaumAssociates参 照

171994,Dudroitindividuelaudroitcollectif(languesvivantes2),EBLUL
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